
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1．利用・提供 ： 企業（事業者）は、社会保障・税に関する手続書類に、従業員等の

個人番号などを記載して、役所に提出！ 

• 従業員から取得する際に特定し明示した利用目的以外の目的で、個人番号を利用・提供する

ことはできません。 

• つまり、社会保障や税の手続など、法令などで定められた手続に使用する場合を除き、個人番号を利用・提供する

ことはできません。 

• たとえば、仮に社員や顧客の同意があっても、社員番号や顧客管理番号としての利用はできないということです 

（社員名簿に個人番号を記載することを禁止するものではありません）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 保管・廃棄 ： 個人番号を含む個人情報は、必要がある場合だけ保管が認められます！ 

• 必要がある場合に限り、保管し続けることができます。 

必要がある場合の例……翌年度以降も継続的に雇用契約がある場合、 

法令によって一定期間保存が義務付けられている場合 など 

• 不必要になったら、できるだけ速やかに廃棄・削除しなければなりません。 

不必要になった場合の例……個人番号を事務で利用しなくなった場合、保存期間を経過した場合 など 

 

 

 

 

マイナンバー制度のスタートに備えて④ 
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 連載トピックス 

企業が個人番号を取り扱う上では、取得、利用・提供、保管・廃棄、安全管理措置を適切に実施す

る必要があります。今回は、個人番号の利用・提供、保管・廃棄にスポットを当てます。 
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企業が個人番号を取り扱う上での注意点/利用・提供、保管・廃棄編 

☆ 廃棄や削除まできちんと行わなければなりませんので、それを前提に貴社の事業規模や雇用形態、現在の手

続きの処理方法などに応じた書類やデータのファイリングの仕方などを工夫する必要があります。 

 

疑問：顧客から、身分証明書として個人番号カードを提出されるようなことがあるかもしれま

せんが、個人番号カードは、身分証明書として利用できるのでしょうか？  

回答：法令などで定められた手続以外の事務でも、個人番号カードを身分証明書として、顧

客の本人確認を行うことができます。ただし、その場合は、個人番号カードの裏面に

記載された個人番号を書き写したり、コピーを取ったりすることはできません。 

個人番号カード……個人番号の通知を受けた者が希望すれば、申請により交付される 

個人番号を記載しない 

→コピーできる者に制限はない 

（本人同意等によりできる） 

個人番号を記載する 

→コピーできる者は、行政機関

や雇用主など、法令に規定さ

れた者に限定される 

（政府資料より） 

Harvest Moon 



 

 

 

 

 

 

 

＜高年齢雇用継続給付の支給限度額＞ 

平成 27 年７月 31 日まで：340,761 円 ➡ 平成 27 年８月１日から：341,015 円 

確 認 高年齢雇用継続給付（高年齢雇用継続基本給付金・高年齢再就職給付金）の支給額 

支給額は、一の支給対象月（一暦月）について、賃金の低下の割合に応じて次の額です。 

賃金の低下の割合 支給額 

支給対象月の賃金が 

「60歳到達時等の賃金の月額」に比べ 

61％未満に低下 支給対象月の賃金×15％ 

61％以上75％未満に

低下 

支給対象月の賃金×15％から逓減するように 

厚生労働省令で定める率 

注① 支給対象月の賃金が、支給限度額（341,015 円）を超えるときは、その支給対象月には支給されません。また、上記のように計算

した額に支給対象月の賃金を加えた額が、支給限度額を超えるときは｢支給限度額－支給対象月の賃金｣が支給額となります。 

注② 支給額として計算した額が、1,840 円を超えないときは、その支給対象月には支給されません。 

注③ 60 歳到達時等の賃金の月額は、447,600 円を上限とし、69,000 円を下限とします。 

＜育児休業給付・介護休業給付の計算に用いる休業開始時の賃金日額の上限＞ 

平成 27 年７月 31 日まで： 14,200 円 ➡ 平成 27 年８月１日から： 14,210 円 

確 認 育児休業給付・介護休業給付の支給額 

支給額は、一の支給単位期間（休業開始日を基準として区切った１か月）について、次の額です。 

原則 育児休業給付 休業開始時の賃金の月額×50％（最初の 180日目までは 67％） 

介護休業給付 休業開始時の賃金の月額×40％ 

例外 休業中に事業主から賃金が支払われた場合 

休業中に支払われた賃金の月額と、育児休業給付・介護休業給付の額との合計が、休業開始時の賃金の

月額の 80％を超えないように、育児休業給付・介護休業給付の額が調整されます。 

 

 

 

 

 

厚生年金保険の保険料率が、今までの 17.474％から 0.354％引き上げられ、「17.828％」となります。

この保険料率は「平成 27年９月分（10月納付分）から平成 28年８月分（９月納付分）まで」の保険料を

計算する際の基礎となります。なお、健康保険の保険料率については、同月からの改定はありません。 

 

 

 

平成 27年８月１日から、雇用保険の高年齢雇用継続給付の支給限度額、育児休業給付・介護休業給付

の計算に用いる休業開始時の賃金日額の上限等が変更されました。この結果、従業員の方への支給額が

変更されることがあります。これを機に、各給付金の支給額の計算の仕組みも再確認しておきましょう。 

雇用保険の雇用継続給付に係る支給限度額などの変更 

 

新情報 

 

高年齢雇用継続給付、育児・介護休業給付の支給限度額等 

 

◆あとがき◆ あっという間に九月。虫が鳴き始め、微かに秋に気配がします。夏の疲れは残ってませ

んか？もう今年も三分の二が終わりました。次の正月のほうが近いのです。 

9/10 ●一括有期事業開始届の提出（建設業）  

主な対象事業：概算保険料160万円未満でかつ請負金額が1億8,000万円未満の工事 

●8 月分の源泉所得税、住民税特別徴収税の納付 

9/30 ●8 月分健康保険料・厚生年金保険料の納付 

●7 月決算法人の確定申告・翌年 1 月決算法人の中間申告 

●10 月・翌年 1 月・4 月決算法人の消費税の中間申告 

 

お仕事 
カレンダー 
９月 

☆これらの給付の支給額の仕組みは複雑ですが、その仕組みを把握していれば、労働者の総収入（給付の額＋賃

金）が減らないようにしながら、賃金やこれに付随する社会保険料の支出を軽減することも可能となります。 

 

番外 

 

厚生年金保険料が 9月分（10 月納付分）から引き上がります 

 


